
第１回 尼崎市空家空地等対策計画の策定に係る懇話会 次第 

 

日 時：令和８年（２０２６年）８月１９日(水) 

午前１０時から    

場 所：本庁北館４階 ４－１会議室      

 

１ 開 会 

 

 

２ 議 事 

 (1) 尼崎市空家空地等対策計画策定の概要及び策定スケジュール 

 

 (2) 尼崎市空家等対策計画（現行計画）の総括 

 

 

３ 閉 会 

 

 

以 上   

 

【配付資料】 

資料１    尼崎市空家空地等対策計画の策定に係る懇話会設置要綱 

資料２    施策の概要及び策定スケジュール 

資料３    尼崎市空家等対策計画（現行計画）の概要版 

資料４    尼崎市空家等対策計画（現行計画）の総括 

 



（任期：令和８年７月１０日から令和９年３月３１日まで）

氏　　　名 選 出 団 体 役 職 名 等

清 水　陽 子 関西学院大学　建築学部　教授

菅 原　香 織 認定ＮＰＯ法人空き家相談センター　副理事長

伴　公 子 尼崎市社会福祉協議会 副理事長兼中央支部長

増 井　智 子 尼崎市「小田北」地域包括支援センター　管理者

木 村　洋 信
（一社）兵庫県宅地建物取引業協会

兵庫本部総財委員会副委員長兼尼崎支部副支部長

（敬称略／順不同）

尼崎市空家空地等対策計画の策定に係る懇話会委員名簿



尼崎市空家空地等対策計画の策定に係る懇話会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 令和８年度に計画期間の満了を迎える第２期の尼崎市空家空地等対策計画（以下

「対策計画」という。）について、空き家や空き地、マンションに係る実態調査結果等

を踏まえた第３期の対策計画の策定を行うに当たり、専門的見地から幅広く意見を求め

るため、懇話会を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 懇話会は、次に掲げる事項を所掌する。 

 ⑴ 空家空地等対策に係る現状と課題の意見交換 

 ⑵ その他空家空地等対策に係る必要な事項 

（構成） 

第３条 懇話会の委員は、次の各号に掲げる機関等に属する者であって、５人以内で構成

する。 

 ⑴ 学識経験者 

 ⑵ 特定非営利活動法人空き家相談センター 

 ⑶ 社会福祉法人尼崎市社会福祉協議会 

 ⑷ 尼崎市地域包括支援センター 

 ⑸ 一般社団法人兵庫県宅地建物取引業協会 

（招集） 

第 4 条 懇話会は、事務局が招集する。 

（意見の聴取等） 

第 5 条 事務局は、必要があると認めるときは、委員以外の者を懇話会に出席させて意見

を聞き、又は必要な説明若しくは資料の提出を求めることができる。 

（事務局） 

第 6 条 懇話会の事務局は、都市整備局住宅部空家対策担当が行う。 

（雑則） 

第 7 条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、事務局が定め

る。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和８年７月１０日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。 



尼崎市空家空地等対策計画の策定について

⚫ 令和４年４月に「尼崎市空家等対策計画」を策定・公表（計画期間：令和４年４月～令和９年３月）

⚫ 令和７年度に「尼崎市空家空地等対策の推進に関する条例」を新たに制定

⚫ 現在、現行計画目標値である「市民の相談に対する解決率」が77.6％であり、目標値に近づきつつあるが、

「所有者特定業務で時間を取られる」「所有者不明により対応できない事例がある」など、

問題が複雑・高度化した事例についての対応策強化も引き続き必要

⚫ また、今後の高齢化の進展、中長期的な人口減少傾向から、

管理が十分になされていない空き家・空き地・マンションの増加も見込まれる
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１．現状・背景

２．計画策定に当たっての基本的考え方

☞社会経済情勢の変化や関係法令の動向も見据え、総合的な空家空地等対策を進めるべく、

令和９年度からスタートする第３期計画※の策定に着手する。

⚫ 行政は所有者に対する啓発、指導や問題の解決に向けた伴走支援を行うことを基本とする。

⚫ 危険な空き家・住環境を悪化させる空き地への対策のみならず、これを抑制する予防的な取組も行う。

⚫ 「建築⇒利用⇒解体⇒跡地活用」という建築物のライフサイクルにおける各時点での取組を体系的に整理。

※空家特措法、本市空家空地等対策条例、マンション適正化法に基づく計画



令和９年（2027年）度から令和13年（2031年）度まで

尼崎市空家空地等対策計画の策定について
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※第２期空家等対策計画より

時 期 主な内容

令和８年７月・８月 空き家・空き地所有者へのアンケート発送

10月 住宅政策分科会での意見聴取

12月～令和９年１月 パブリックコメント実施

令和９年３月 パブコメ結果、成案公表

（詳細はP.6、政策形成プロセススケジュール参照）

３．計画期間

４．今後の予定



参考 （市民意見聴取プロセス資料より）①

施策の目的

⚫ 本市が取り組むべき空家等対策の方針や施策を示すことを目的として令和４年度に策定し

た尼崎市空家等対策計画（第２期）が令和８年度に期間満了を迎えるにあたり、空き家、

空き地及びマンションに係る実態調査結果を踏まえ、現行計画を総括するとともに、本市

における今後の空家空地等対策の方向性について検討を行い、尼崎市空家空地等対策計画

を策定します。

現状・背景

⚫ 全国的に空き家数は増加しており、各市町村の創意工夫のもと先進的な取組が多数実施さ

れています。また、平成26年度の「空家等対策の推進に関する特別措置法」制定後、国に

よる令和５年度の同法改正をはじめ、空家対策に関する指針やガイドライン等の改正、マ

ンション関連制度の各種変更も随時行われており、本市においても、令和７年度に既存の

「尼崎市危険空家等対策に関する条例」を廃止し、これに合わせて「尼崎市空家空地等対

策の推進に関する条例」を新たに制定し、空家対策とともに空地対策の推進を図ろうとし

ています。

⚫ 空き家の問題は原因が多岐にわたることから、多様な分野からの総合的な取組が必要であ

るため、本市においてもこれまでに様々な取組を進めており、「市民の相談に対する解決

率」が77.6％となるなど現行計画に掲げる目標値へ近づきつつありますが、今後も人口の

減少や高齢化の進行により空き家や空室率が高いマンションの更なる増加が懸念され、ま

た、人口の減少等に伴う土地需要の低下に起因した新たな空き地の発生も見込まれます。
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○尼崎市空家空地等対策計画の策定について



参考 （市民意見聴取プロセス資料より）②

課題

⚫ 日々変化する空き家・空き地の実態把握が困難です。

⚫ 所有者の特定には多大な時間を要するほか、所有者不明により対応できない場合がありま

す。

⚫ 権利関係が複雑化し、単独の所有者のみでは解決が困難な場合があります。

⚫ 一部の所有者の管理意識や管理、活用、処分するための知識・情報が不十分です。

⚫ 狭小地や未接道地の空き家・空き地の処分や更新は隣接地所有者の協力が必要で流通性が

低いです。

施策の策定に

あたっての

考え方

⚫ 所有者に対する啓発、指導や問題の解決に向けた支援を行うことを基本とし、危険な空き

家及び住環境を悪化させる空き地への対策だけでなく、このような物件の発生抑制対策を

含めた総合的な施策を検討します。

⚫ 専門家や市民、所有者の意見を踏まえて計画の策定を行うほか、建築物の建築から解体、

跡地活用に至るまでのサイクルの中で、これらの施策をどの段階で取り組むべきかを図示

するなどして、簡潔かつ明瞭なものとします。

意見を

聴取する

ポイント

⚫ 空き家・空き地の適正管理に向けた取組

⚫ 空き家・空き地の流通、利活用促進に関する取組

⚫ 危険な空き家、住環境を悪化させる空き地に対する取組

⚫ 民間事業者、関係団体との連携に関する取組 4



参考 （市民意見聴取プロセス資料より）③

○政策形成プロセススケジュール
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■ 空家等【空家法】
　　建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこと
　が常態（概ね1年以上）であるもの及びその敷地（立木等を含む）。
■ 法定外空家等【空家条例】
　　「空家等」に含まれない、区分所有される長屋建ての一部家屋又はこれらの附属工作
　物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地。
■ 空き家【住宅・土地統計調査】
　　ふだん居住する人がいない住宅で、建築中及び一時現在者のみの住宅を除く住宅。
　　「空家等」、「法定外空家等」のいずれにも該当しない、一般的な表現として使用。
■ マンション【マンション管理適正化法】
　　2以上の区分所有者が存する建物で人の居住の用に供する専有部分のあるもの及び
　その敷地等。いわゆる分譲マンション。
■ 特定空家等【空家法】
　　次のいずれかの状態にあると認められる空家等。
　・そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態
　・そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態
　・適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態
　・その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態
■ 危険空家等【空家条例】
　　次のいずれかの状態にある法定外空家等。
　・そのまま放置すれば倒壊し、その他著しく保安上危険となるおそれがある状態
　・著しく衛生上有害となるおそれがある状態
　・不特定の者が容易に内部に侵入し、又は使用することができることにより犯罪行為を誘
　　発するおそれがある状態
　・その他生活環境の保全等を図るために放置することが不適当である状態
■ 管理不全空家等
　　「特定空家等」又は「危険空家等」のいずれかに該当する空き家。
■ 老朽危険空家等
　　管理不全空家等の中でも、特に状態が悪く対応を急ぐもの。

諮問

答申

助言・指導、
情報発信・支援

支援

連携

相談

連携

【自治会等】
・空き家の見守り活動
・適切な相談窓口への案内
・空き家や跡地の活用

【福祉に関わる団体】
・所有者等への意識啓発
・適切な相談窓口への案内

【所有者等】
・空き家になる前の備え
・適切な管理
・利活用
・速やかな処分

【危険空家等対策審議会】
・命令に 関する審議、
協議

【尼崎市】

【関係機関】
（国、県、他都市、警察等）

・事例等情報発信
・所有者探索等協力
・パトロール等

［住宅政策課］
・総合窓口
・空家等のデータベース化
・空き家対策の総合調整
・所有者等の取組支援
・相談体制整備
・勧告、命令、代執行等の措置

［その他関係部局］
・空家等の状況把握
・適切な相談窓口への案内
・ごみ、害虫、害獣、景観、
道路管理、火災予防、税制、
空き店舗対策

連携

【空き家の専門家団体】
・ワンストップ相談窓口
・空き家問題の普及・啓発
・法律など専門的な支援

相談 支援
【不動産に関わる団体】

・所有者等への意識啓発
・所有者等への支援
・空き家の流通促進
・空き家の除却促進

相談

相談

支援

連携



空き家対策の概要（施策の展開）

施策３ 空き家の流通・利活用の促進

(1) 空き家・空き地の流通に関する支援

① 空き家バンクの活用

② 耐震診断、インスペクション等の普及促進 など

(2) 空き家の利活用に関する支援

① 空き家利活用に係る改修費用の一部補助

② 子育て、新婚世帯向け住宅改修費補助 など

(3) 地域課題解決に向けた空き家の利活用

施策１ 所有者等の管理意識・知識の向上

(1) 所有者等への意識啓発・情報発信

① 啓発冊子の活用、 ② ソーシャルメディアを活用した情報発信 など

(2) 空き家・住まいに関する相談体制の充実

① マンション管理セミナー、管理組合へのアドバイザー派遣

② 専門家団体との連携によるワンストップ相談窓口の整備 など

施策４ 空き家の適切な管理の促進

(1) 継続的な空き家の実態把握

① 空き家、マンションの実態把握、 ② 空き家情報の管理 など

(2) 関係団体等と連携した取組

① 自治会等や福祉に関わる団体との連携

② マンション管理の関係団体との連携 など

(3) 税制と連携した取組

① 空き家に関する情報共有、 ② 空き家の早期処分の促進 など

施策２ 居住中からの取組の促進【重点施策】

(1) 自治会等・福祉に関わる団体との連携

① 空き家対策の担い手づくり、 ② 「住まいの終活」の普及 など

(2) 管理計画に基づく適切な維持保全の促進

① リフォーム相談、アドバイザー派遣

② マンション管理組合の管理計画認定 など

施策６ 老朽危険空家等への対策【重点施策】

(1) 所有者等の調査の促進

(2) 指導、勧告、命令措置の強化

① 空家法及び空家条例に基づく勧告・命令

② 尼崎市危険空家等対策審議会 など

(3) 老朽危険空家等の除却支援

① 老朽危険空家等の除却費補助、 ② 専門家の活用支援 など

(4) 応急措置、代執行等

(5) 所有者等の抱える問題への相談や助言

(6) 固定資産税等の住宅用地特例解除

施策５ 管理不全空家等への対策

(1) 地域と連携した取組の強化

① 空き家問題に関する必要な知識の普及

② 空家等の実態把握における庁内外連携強化 など

(2) 情報提供・支援、助言・指導、勧告

(3) 所有者不明の空家等への対策

① 所有者が特定できない場合における財産管理人制度の活用

(4) マンションの管理組合に対する助言、指導及び勧告

施策７ 空家等の除却・跡地活用

(1) 除却促進方策の検討

① 除却費用に対する補助、 ② 跡地の活用の促進 など

施策８ まちづくりによる取組

(1) 密集市街地解消に向けた施策との連携

① 老朽住宅の建替え、道路空間の確保

② 地区計画や地区まちづくりルールへの支援 など

(2) 無接道敷地や狭小地の解消とまちの魅力向上

① 隣地統合促進

② すまいづくり・まちづくり専門家派遣 など

https://www.city.amagasaki.hyogo.jp/kurashi/sumai/1021364/index.html

【連絡先】

尼崎市 都市整備局 住宅部 住宅政策課

〒660-8501 兵庫県尼崎市東七松町1丁目23番1号 北館5階

電話番号：06-6489-6608

メールアドレス：ama-jutakuseisaku@city.amagasaki.hyogo.jp

空き家対策に関する事業一覧はこちらでご覧ください


